
【職業実践専門課程認定後の公表様式】
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資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
基本情報試験 ③ 9 6
応用情報試験 ③ 6 1

MOS Excel ③ 18 13
MOS Word ③ 18 14

人
人
人
％

％

（令和 4
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（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

･ボランティア活動（イベント、募金活動、献血　他）
・地域行事への参加（祭事　他）
・サークル活動

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当するか
記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

　
■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
評価の基準：

長期休み
■夏季休業：7月20日～8月25日
■冬季休業：12月15日～1月10日
■春季休業：2月10日～4月10日

卒業・進級
条件

卒業要件：

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

（別紙様式４）

令和5年7月31日 ※1
（前回公表年月日：令和4年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

上越公務員・
情報ビジネス専門学校

昭和63年4月1日 木村　栄一
943-0824
新潟県上越市北城町３－４－１

025-522-4511

学校法人
国際総合学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和32年10月10日 池田　祥護
951-8063
新潟県新潟市中央区古町通二番町541番地

025-210-8565

工業 工業専門課程 情報システム科
平成19年文部科学省

認定
―

学科の目的
情報処理技術と通信技術を兼ね備え、情報処理と通信を統合化したシステムを企画、構築、運用できる幅広い知識とシステム思考のできる人間性豊かな
通信システムエンジニアを育成します。また、応用情報技術者、基本情報技術者はもちろんのこと、現在のITの基幹であるWeb技術やスマートデバイス開
発等を総合的に学びます。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成31年3月15日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1700 812 0 888

100■就職率　　  　　　 　　　　：
■卒業者に占める就職者の割合

： 100

0

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
1本人への電話・ＳＮＳ等での連絡
2保護者との連携
3三者面談
4家庭訪問 ■サークル活動： 0

■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　0人

就職部による全体指導
クラス担任による個別指導
履歴書作成、面接指導

株式会社 ジェー・シー・エス コンピュータ・サービス
株式会社ラディアントソリューションズ

（令和4年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

令和4年4月1日時点において、在学者35名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者34名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

学校生活の不適合（精神的疾患）

就職等の
状況※２

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 17
■就職希望者数 17

■主な就職先、業界等（令和4年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

■就職者数 17

■中退防止・中退者支援のための取組
実践行動学による動機付け、就学状況に応じたカウンセリング、保護者との情報共有に基づく連携、外部産業カウンセラーの活用



受審年月：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://www.jjc-net.ac.jp/

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映し
た内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、
それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学
状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な
学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

【NSGカレッジリーグ無利子奨学制度】就学困難な学生を対象に、在学期間の学費負担を軽減する無利子奨学制度。
【NSGカレッジリーグ母子・父子家庭奨学金制度】母子・父子家庭を対象に入学時に発生する一時的な費用負担を軽減する無利子制度。

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

0

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： 0 0
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ 0



種別

①

③

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

教育課程編成委員会の意見を受け、既存のカリキュラム内容や進め方の改善点を洗い出し、改善・検討を行っている。
・製作実習などは現場と同じワークフローで作業させたほうが良い。
　　　→チーム単位でメンバーの役割を定め、スケジュール管理や定例報告など現場の開発と近いワークフローで実習を行うこととした。
・作り手の視点ばかりでエンドユーザーの事を考えて作業できているチームが少ない。　既存の製品・サービスを研究する機会を設けて欲しい。
　　　→既存の製品・サービスを研究する機会を後期カリキュラムに導入し、ユーザーの視点を考えて制作をする講座を開いた。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（10月、3月）

（開催日時（実績））
第１回　令和4年10月18日(火)　10：00～11：00
第２回　令和5年3月21日（水）　9：30～10：30
0

深井　美年 上越公務員・情報ビジネス専門学校　副校長
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

名　前 所　　　属 任期

横山　裕孝 上越商工会議所青年部 副会長
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っているこ
と。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

・学外有識者、企業、業界団体等の意見をもとに専門分野の動向、要望を教育課程に取り入れ、実践的かつ専門的な知識・技能を持った人材を
育成していく。
（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

①位置付けについて⇒組織図等で示している通り、教務部と直接連携を取れる位置付けとしており、企業等からの要請を十分に活かせる環境を
構築している。
②意思決定の課程について
・学科の目的に基づき予め学内において現状の課題等を明確にした上で、教育課程編成委員会に提言を求める。
・委員会では企業等からの意見を参考に次年度以降の教育課程編成に関する改善策を策定する。（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

植木　和樹 クラスメソッド株式会社　最高情報責任者
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

令和5年7月31日現在

菊池　直人 上越公務員・情報ビジネス専門学校　教員
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）



（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

・企業等との連携による実習・演習を通じて学生により実践的な知識、思考、技術の習得と、社会人としての意識改革を実現する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

・卒業後の即戦力となる人材育成を目指し、現場で利用されているツール等の使用方法・活用方法について学ぶ。
・連携授業の中での成果物を実際に発行し、業務に対しての責任感・やりがいを経験させる。
・連携授業においての成果物を講師より直接採点していただき成績評価の参考とする。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

○○○ ○○○○○ ○○○

○○○ ○○○○○ ○○○

○○○ ○○○○○ ○○○

○○○ ○○○

PhotoShop、Illustratorを用いたデザイン実習 有限会社ピアノ技術センター

○○○○○

科　目　名 科　目　概　要

Webデザイン



研修名：

期間：

内容

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

（２）研修等の実績

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

　・教員に必要な実務上の知識、技術や指導力の向上を目的として、組織的な研修を行っていく。

DⅩ推進研修（入門） 連携企業等： 学研

①専攻分野における実務に関する研修等

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

令和5年2月22日（水）13：30～17：30 対象： 教員

DⅩ定義、AI教育についてなど



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

学研

令和5年7月4日（火）13：00～17：30 対象： 教員

②指導力の修得・向上のための研修等

学生指導の観点から考えるアンガーマネジメントについて

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

アンガーマネジメント研修 連携企業等： こじま事務所

令和5年8月25日（金） 対象： 全教員

DⅩ推進の重要性（2025年問題）、ＤⅩ人材に求められるスキル

DⅩ推進研修（実践） 連携企業等：



種別
企業等委
員

卒業生

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（９）法令等の遵守 ７．管理運営　　　９．改革・改善
（１０）社会貢献・地域貢献 ６．社会的活動
（１１）国際交流 ―

（３）教育活動 ３．教育の実施体制
（４）学修成果 ４．教育目標の達成と教育効果
（５）学生支援 ５．学生支援

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 １．建学の精神・教育理念・教育目標
（２）学校運営 ２．教育の内容

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行うに当
たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

・学校の自己評価に加え、企業等が委員として参加する学校関係者評価を実施・公開することで学校運営を改善していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

横山　裕孝 上越商工会議所青年部　会長
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（2年）

永井　美帆 たにし整形外科クリニック
令和4年４月１日～令和6年3月
31日（2年）

（６）教育環境 ６．社会的活動
（７）学生の受入れ募集 ５．学生支援
（８）財務 ８．財務

（３）学校関係者評価結果の活用状況
企業とのかかわりとしてインターンシップの導入検討を意見され、
現在地元IT企業にてインターンシップ先を選定中。
また地元IT企業と当学科の学生と共同でのアプリケーション開発を進めている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： http://jjc-net.ac.jp/
公表時期： 令和5年7月31日



５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供して
いること。」関係

（２）各学科等の教育 ６．学生の手引きP.3　　 「各学科学習指導方針」
（３）教職員 ５．教職員人数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 ６．学生の手引きP.14　　「インターンシップについて」

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

・学校の自己評価に加え、企業等が委員として参加する学校関係者評価を実施・公開することで学校運営を改善していく。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 ６．学生の手引きP.2 　　「上越公務員・情報ビジネス専門学校の目的」

（８）学校の財務 ３．法人の財務情報
（９）学校評価 １．自己評価・点検　　　２．学校関係者評価報告書
（１０）国際連携の状況 ―

（５）様々な教育活動・教育環境 ６．学生の手引きP.29　 「カレッジリーグ・フィールドワークプログラムについて」
（６）学生の生活支援 ８．募集要項P.8　　「短大スクーリング／一人暮らし／遠隔地通学　支援制度」
（７）学生納付金・修学支援 ４．経済的に修学困難な生徒に対する授業料免除に係る規定

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： http://www.jjc-net.ac.jp/
公表時期： 令和5年7月31日

（１１）その他 ―
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法



必
　
　

修

選
択
必

修

自
由
選

択

講
　
　

義

演
　
　

習

実
験
・

実
習
・
実

技

校
　
　

内

校
　
　

外

専
　
　

任

兼
　
　

任

1 ○
コンピュー
ターシステム
Ⅰ

コンピュータの基礎知識、数値の表現、コ
ンピュータの構成要素、基礎理論、ソフト
ウェア、システム構成要素、マルチメディ
ア

１
前
・
後

99 0 ○ ○ ○

2 ○
DB/ ネ ッ ト
ワーク

データベース、SQL、トランザクション処
理、LAN、インターネット、伝送制御

１
前
・
後

34 0 ○ ○ ○

3 ○ 標準化/経営
プロジェクトマネジメント、
サービスマネジメント、システム戦略
経営戦略、企業と法務

１
前
・
後

51 0 ○ ○ ○

4 ○
アルゴリズム
/システム開
発

データ構造、配列操作、疑似言語、
探索処理、整列処理、ファイル処理、
文字列操作、ビット操作

１
前
・
後

51 0 ○ ○ ○

5 ○ Java
変数とデータ型、文字列操作、メソッド、
クラスとオブジェクト、継承、配列、例外
処理、インタフェース、スレッド

１
前
・
後

239 0 △ ○ ○ ○

6 ○ OA基礎
Excelセル・シート・ブック操作、レイアウ
ト操作、条件付き書式、数式と計算、関
数、グラフ、マクロ、ワークシート分析

１
後

51 0 ○ ○ ○

7 ○ 国家試験対策
ITパスポート試験対策授業、
基本情報技術者試験対策授業

１
後

207 0 ○ ○ ○

8 ○
ネットワーク
応用

ネットワークアーキテクチャとプロトコ
ル、TCPとUDP、インターネットセキュリ
ティ、アプリケーションセキュリティ

１
後

36 0 ○ ○ ○

9 ○
データベース
応用

データベース設計、正規化理論、分散デー
タベース、データウェアハウス、E-Rモデ
ル、障害回復制御

１
後

27 0 ○ ○ ○

10 ○
データベース
実習

データベース設計、データベース言語、SQL
問合せ処理、SQLデータ定義、

１
後

12 0 ○ ○ ○

11 ○
コンピュータ
科学基礎

論理素子と回路、構成部品と制御、
組込みシステムの基礎、周辺装置、
組込みシステムの設計と開発

１
後

30 0 ○ ○ ○

12 ○
コンピュータ
システムⅡ

システムの形態と構成、システム性能評
価、システム信頼性評価、仮想化とクラウ
ドコンピューティング

１
後

26 0 ○ ○ ○

13 ○ 就職実務Ⅰ
履歴書の書き方、面接指導、
企業研究、社会人常識マナー

１
後

37 0 ○ ○ ○

14 ○ OA実習
Microsoft Office Specialist Excel、
Microsoft Office Specialist Word

２
前
・
後

81 0 ○ ○ ○

15 ○
国家試験対策
Ⅱ

ITパスポート試験対策授業、
基本情報技術者試験対策授業、
応用情報技術者試験対策授業

２
後

76 0 ○ ○ ○

16 ○
システム開発
実習Ⅰ

プログラミングコンテストに向けた企画・
設計・実装・テストまでを含んだ開発実習

１
前

144 0 ○ ○ ○

17 ○
システム開発
実習Ⅱ

プログラミングコンテストに向けた企画・
設計・実装・テストまでを含んだ開発実習

１
後

110 0 ○ ○ ○

18 ○ Webデザイン
PhotoShop、Illustratorを用いたデザイン
授業、取材・構成・デザインをプロ指導の
下進める

２
前

106 0 △ ○ ○ ○ ○

19 ○
ITビジネス実
務

コミュニケーション検定、
ビジネスコンプライアンスについて

２
後

99 0 ○ ○ ○

20 ○ 就職実務Ⅱ
履歴書の書き方、面接指導、
企業研究、社会人常識マナー

２
前
・
後

39 0 ○ ○ ○

21 ○ 卒業研究
就職先で必要な知識・技術を研究し、
企画・設計・開発を行い学内で発表する

２
後

120 0 ○ ○ ○

22

21

期
週

合計 科目 775 単位（単位時間）

授業科目等の概要

（工業専門課程情報システム科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年

次
・
学
期

授
　
業

　
時
　
数

単
 
位

 
数

授業方法 場所 教員
企
業
等

と
の
連
携

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2
26

卒業要件： 出席率80％以上、成績評価Ｃ評価以上、
履修方法： 上記授業の出席状況、評価試験および該当検定結果による。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分
１学期の授業期間

（留意事項）


